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１．四半期財務情報の作成等に係る事項
①　会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無　　　：　無
②　最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無　：　無
③　連結及び持分法の適用範囲の異動の有無　　　　　　　：　有

連結　（新規）２社　（除外）０社　　　　　　持分法　（新規）０社　（除外）０社

２．平成19年３月期第１四半期財務・業績の概況（平成18年４月１日～平成18年６月30日）
（百万円単位の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。）

(1）経営成績（連結）の進捗状況

売上高 営業利益 経常利益 四半期（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年３月期第１四半期 68,453 － 10,207 － 8,881 － 5,099 －

18年３月期第１四半期 － － － － － － － －

（参考）18年３月期 350,319  44,267  37,378  12,717  

１株当たり四半期
（当期）純利益

潜在株式調整後
１株当たり四半期
（当期）純利益

円 銭 円 銭

19年３月期第１四半期  44.99  －

18年３月期第１四半期  －  －

（参考）18年３月期  112.22  －

（注）１．四半期経営成績の開示は当期より実施しておりますので、前年同四半期の実績および増減率については記載しておりません。

２．当社は、平成18年４月１日付で株式１株につき500株の割合で株式分割を行っております。18年３月期の１株当たり当期純利益は、

当該株式分割による影響を加味し、遡及修正を行った数値を記載しております。

３．潜在株式調整後１株あたり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(2）財政状態（連結）の変動状況

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年３月期第１四半期 690,503 65,404 9.3  577.14

18年３月期第１四半期 － － －  －

（参考）18年３月期 689,287 60,732 8.8  535.91

（注）１．当社は、平成18年４月１日付で株式１株につき500株の割合で株式分割を行っております。18年３月期の１株当たり純資産は、当該

　　　　　株式分割による影響を加味し、遡及修正を行った数値を記載しております。

　　　２．18年３月期の数値につきましては、従来の「株主資本」を「純資産」の欄に、「株主資本比率」を「自己資本比率」の欄に

　　　　　「１株当たり株主資本」を「１株当たり純資産」の欄に記載しております。

(3）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

19年３月期第１四半期 △75,047 △5,052 58,579 22,696

18年３月期第１四半期 － － － －

（参考）18年３月期 △99,830 △17,995 113,818 44,215

[参考]　平成19年３月期の連結業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

 売上高 経常利益 当期純利益

 百万円 百万円 百万円

中間期 155,000 21,000 12,000

通　期 360,000 43,000 24,000

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　160円72銭

　　　　なお、19年３月期の１株当たり予想当期純利益は、上場による公募株式数 36,000,000株を含めた期末発行済株式数

        149,325,000株により算出しております。

　本資料の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報および将来の業績に影響を与える不確実な要因にかかる本資料発表日現在におけ

る仮定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって、大きく異なる結果となる可能性があります。
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１．経営成績

(1）当第１四半期の連結業績概要

　当第１四半期における経営成績は、営業収益684億53百万円、営業利益102億07百万円、経常利益88億81百万円とな

り、四半期純利益は50億99百万円となりました。　

　なお、当第１四半期の営業収益は通期見込みの19.0%の水準となっておりますが、これは主として住宅事業セグメン

トにおけるマンション・戸建住宅の顧客への引き渡しが下期、特に第４四半期に集中する傾向があることによる季節

要因であります。

(2）連結セグメント別の業績概況

　各セグメントの売上高は、セグメント間の内部売上高、振替高を含みます。

　なお、端数処理の関係で合計数値が合わない場合があります。　
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＜住宅事業セグメント＞

　住宅分譲部門においては、契約済み物件の竣工引渡しが予定通り進捗し、第１四半期末までに合計594戸を計上して

おります。また、底堅い需要に支えられ、新規販売物件の契約も順調に推移しております。

　住宅管理部門においては、引き続き管理戸数の増加と長期修繕工事の受注拡大を図りました。

　この結果、当セグメントにおける営業収益は354億11百万円、営業利益は39億78百万円となりました。

主な売上計上物件

マンション「プラウド浦和領家」（埼玉県さいたま市）

「プラウド代々木初台」（東京都渋谷区）

「プラウド池田天神」（大阪府池田市）

戸建　　　「プラウドタウン稲毛」（千葉県千葉市稲毛区）

 

売上高等内訳

当第１四半期 前年度

販売数量等
売上高

（百万円）
販売数量等

売上高
（百万円）

住宅分譲 首都圏 計上戸数　 　441戸 24,469 計上戸数　 3,050戸 156,551

 関西圏 計上戸数　　 145戸 5,105 計上戸数　　 608戸 23,218

 その他 計上戸数　　 　8戸 178 計上戸数　　 446戸 14,039

 小計 計上戸数　 　594戸 29,752 計上戸数　 4,104戸 193,810

 (うち戸建住宅) (計上戸数　　　71戸) (3,760) (計上戸数　　 448戸) (24,466)

住宅管理
 

期末管理戸数 93,660戸 3,986 期末管理戸数 92,758戸 15,469

その他
 

 1,673  13,238

合計
 

 35,411  222,517

期末完成在庫数

 当第１四半期末 前年度末

首都圏 29戸 53戸

関西圏 1戸 3戸

その他 0戸 7戸

合計 30戸 64戸

(うち戸建住宅) (15戸)  　 (7戸)

住宅分譲　契約済未計上残高

当第１四半期末 前年度末

戸数
契約残高
（百万円）

戸数
契約残高
（百万円）

首都圏 1,714戸 91,796 1,536戸 79,223

関西圏 823戸 33,597 559戸 21,738

その他 300戸 11,411 210戸 7,920

合計 2,837戸 136,804 2,305戸 108,882

(うち戸建住宅) (112戸) (5,608) (59戸) (2,964)

※共同事業における戸数、売上高、契約高については事業シェア按分で計算しております。
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＜ビル事業セグメント＞

　ビル事業においては、保有ビルの稼働率向上に邁進するとともに、プロパティマネジメント業務・ビルマネジメン

ト業務に係る手数料収入拡大にも引き続き取り組んでまいりました。また基幹ビルである新宿野村ビルの収益力の更

なる向上を目指し、リニューアル工事を実施いたしました。

　この結果、当セグメントにおける営業収益は118億55百万円、営業利益は21億59百万円となりました。

売上高内訳

 当第１四半期（百万円） 前年度（百万円）

建物賃貸（自社所有） 3,659 15,000

建物賃貸（サブリース） 2,140 10,133

運営管理・施設管理 3,815 13,556

その他 2,241 9,599

合計 11,855 48,288

賃貸床面積

 当第１四半期末 前年度末

建物賃貸（自社所有） 242,245㎡ 241,696㎡

建物賃貸（サブリース） 118,363㎡ 118,363㎡

空室率

当第１四半期末 前年度末

3.9％ 3.5％

＜資産運用開発事業セグメント＞

　収益不動産開発部門においては、引き続き、開発用地の取得、およびバリューアップ後の売却を目的とした既存ビ

ルの取得を推進してまいりました。また、拡大戦略の一環として、福岡事務所を新設し、九州地区における開発にも

着手いたしました。

　資産運用部門においては、野村不動産オフィスファンド（上場ＲＥＩＴ）において預かり資産規模の拡大を目指し、

公募にて新投資口の発行を実施いたしました。

　この結果、当セグメントにおける営業収益は62億55百万円、営業利益は26億14百万円となりました。

売上高内訳

 当第１四半期（百万円） 前年度（百万円）

収益不動産開発 4,846 19,593

資産運用 1,408 17,678

合計 6,255 37,272
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資産運用部門　運用資産残高

 当第１四半期末（百万円） 前年度末（百万円）

ＲＥＩＴ 247,640 240,820

私募ファンド等 238,199 219,500

合計 485,839 460,320

＜仲介・販売受託事業セグメント＞

　売買仲介部門においては、インターネット戦略の一層の深掘と事業法人に対する提案型営業の強化を図りました。

　販売受託部門については、引き続き優良事業主との販売提携に努めるとともに、新規事業主の開拓に注力し、商品

の供給、契約、引渡し、決済の促進に努めました。

　この結果、当セグメントにおける営業収益は126億12百万円、営業利益は23億83百万円となりました。

売上高内訳

 当第１四半期（百万円） 前年度（百万円）

売買仲介 3,451 12,889

販売受託 153 2,092

その他 9,008 7,893

合計 12,612 22,874

＜その他の事業セグメント＞

　フィットネス事業部門については、昨年度にオープンした４店舗の営業が軌道に乗るとともに、既存店の業績も順

調に推移いたしました。また、今後の成長に向け、新規店舗開発に注力しております。

　注文住宅部門は、事業撤退方針に基づき、平成18年３月に野村ホーム株式会社を解散し、現在は会社清算を進めて

おります。

　この結果、当セグメントにおける営業収益は31億92百万円、営業利益は1億77百万円となりました。

　

売上高内訳

 当第１四半期（百万円） 前年度（百万円）

フィットネス 3,131 11,993

その他 61 15,064

合計 3,192 27,057
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２．四半期連結財務諸表

(1）四半期連結貸借対照表

区分

当四半期連結会計期間末
（平成18年６月30日）

前連結会計年度末
（平成18年３月31日）

増減

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
増減率
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 22,696 44,215 △21,519

２．受取手形及び営業未収入金 4,716 7,257 △2,541

３．たな卸資産 358,596 340,555 18,041

４．営業エクイティ投資 45,825 41,570 4,254

５．繰延税金資産 10,886 11,425 △538

６．その他 28,384 24,248 4,136

貸倒引当金 △80 △77 △3

流動資産合計 471,025 68.2 469,195 68.1 1,829 0.4

Ⅱ　固定資産

１．有形固定資産

(1）建物及び構築物 74,372 75,243 △871

(2）土地 71,391 71,392 △0

(3）その他 7,112 6,534 578

有形固定資産合計 152,877 22.1 153,170 22.2 △293 △0.2

２．無形固定資産 2,372 0.4 2,356 0.3 16 0.7

３．投資その他の資産

(1）投資有価証券 17,099 17,208 △109

(2）差入敷金保証金 29,306 29,487 △180

(3）繰延税金資産 11,400 11,591 △191

(4）その他 6,476 6,331 145

貸倒引当金 △54 △54 －

投資その他の資産合計 64,228 9.3 64,564 9.4 △336 △0.5

固定資産合計 219,478 31.8 220,091 31.9 △613 △0.3

資産合計 690,503 100.0 689,287 100.0 1,216 0.2
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区分

当四半期連結会計期間末
（平成18年６月30日）

前連結会計年度末
（平成18年３月31日）

増減

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
増減率
（％）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．営業未払金 14,105 40,471 △26,366

２．短期借入金 152,438 109,250 43,188

３．１年内償還予定社債 100 100 －

４．未払法人税等 2,280 9,181 △6,901

５．預り金 41,450 68,728 △27,278

６．繰延税金負債 284 284 －

７．賞与引当金 1,804 3,304 △1,500

８．役員賞与引当金 128 496 △367

９．事業撤退損失引当金 717 745 △28

10．その他 42,871 38,915 3,955

流動負債合計 256,182 37.1 271,479 39.4 △15,297 △5.6

Ⅱ　固定負債

１．社債 5,500 5,500 －

２．長期借入金 313,997 298,188 15,808

３．受入敷金保証金 20,812 22,626 △1,813

４．繰延税金負債 5,914 6,256 △341

５．再評価に係る繰延税金負債 3,930 3,930 －

６．退職給付引当金 9,633 9,133 500

７．役員退職慰労引当金 － 1,240 △1,240

８．転貸事業損失引当金 5,685 5,880 △194

９．その他 3,442 3,331 111

固定負債合計 368,916 53.4 356,086 51.7 12,829 3.6

負債合計 625,098 90.5 627,566 91.1 △2,467 △0.4
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区分

当四半期連結会計期間末
（平成18年６月30日）

前連結会計年度末
（平成18年３月31日）

増減

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
増減率
（％）

（少数株主持分）

少数株主持分 － － 988 0.1 － －

（資本の部）

Ⅰ　資本金 － － 22,670 3.3 － －

Ⅱ　利益剰余金 － － 33,288 4.8 － －

Ⅲ　土地再評価差額金 － － △212 △0.0 － －

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 － － 4,771 0.7 － －

Ⅴ　為替換算調整勘定 － － 214 0.0 － －

資本合計 － － 60,732 8.8 － －

負債、少数株主持分及び資本合計 － － 689,287 100.0 － －

       

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本

１．資本金 22,670 － －

２．利益剰余金 37,934 － －

 株主資本合計 60,604 8.8 － － － －

Ⅱ　評価・換算差額等

１．その他有価証券評価差額金 3,729 － －

２．繰延ヘッジ損益 △1 － －

３．土地再評価差額金 △212 － －

４．為替換算調整勘定 214 － －

 評価・換算差額等合計 3,730 0.5 － － － －

 Ⅲ　少数株主持分 1,069 0.2 － － － －

純資産合計 65,404 9.5 － － － －

負債・純資産合計 690,503 100.0 － － － －
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(2）四半期連結損益計算書

区分

当四半期連結会計期間
（自　平成18年４月１日

　　至　平成18年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日

　　至　平成18年３月31日）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　営業収益 68,453 100.0 350,319 100.0

Ⅱ　営業原価 46,514 68.0 252,768 72.2

営業総利益 21,938 32.0 97,550 27.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 11,731 17.1 53,283 15.2

営業利益 10,207 14.9 44,267 12.6

Ⅳ　営業外収益

１．受取利息 85 99

２．受取配当金 43 30

３．その他 102 685

営業外収益計 231 0.4 815 0.3

Ⅴ　営業外費用

１．支払利息 1,486 4,844

２．持分法による投資損失 － 49

３．匿名組合損益分配額 6 899

４．その他 63 1,910

営業外費用計 1,556 2.3 7,704 2.2

経常利益 8,881 13.0 37,378 10.7

Ⅵ　特別利益

１．関係会社持分変動利益 － 455

２．損害賠償金収入 － 310

特別利益計 － － 765 0.2

Ⅶ　特別損失

１．事業撤退損失 － 1,177

２．減損損失 － 4,438

３．転貸事業損失 － 9,784

４．その他 － 3,023

特別損失計 － － 18,423 5.3

税金等調整前四半期（当期）純利益 8,881 13.0 19,720 5.6

法人税、住民税及び事業税 2,633 3.9 11,524 3.3

法人税等調整額 1,104 1.6 △4,546 △1.3

少数株主利益 44 0.1 25 0.0

四半期（当期）純利益 5,099 7.4 12,717 3.6
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(3）四半期連結剰余金計算書

区分

当四半期連結会計期間
（自　平成18年４月１日

　　至　平成18年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日

　　至　平成18年３月31日）

金額（百万円） 金額（百万円）

（利益剰余金の部）

Ⅰ　利益剰余金期首残高 － 20,571

Ⅱ　利益剰余金増加高

１．当期純利益 － 12,717

２．土地再評価差額金取崩額 － 439

利益剰余金増加高計 － 13,156

Ⅲ　利益剰余金減少高

１．役員賞与 － 439

利益剰余金減少高計 － 439

Ⅳ　利益剰余金期末残高 － 33,288
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(4) 四半期連結株主資本等変動計算書

当四半期連結会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年６月30日）

株主資本

資本金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年３月31日　残高

（百万円）
22,670 33,288 55,958

当四半期変動額

剰余金の配当  △453 △453

四半期純利益  5,099 5,099

株主資本以外の項目の当四半期

変動額（純額）
   

当四半期変動額合計（百万円） － 4,646 4,646

平成18年６月30日　残高

（百万円）
22,670 37,934 60,604

評価・換算差額等

少数株主持
分

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算調
整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　残高

（百万円）
4,771 － △212 214 4,773 988 61,720

当四半期変動額

剰余金の配当       △453

四半期純利益       5,099

株主資本以外の項目の当四半期

変動額（純額）
△1,041 △1 － － △1,043 81 △962

当四半期変動額合計（百万円） △1,041 △1 － － △1,043 81 3,684

平成18年６月30日　残高

（百万円）
3,729 △1 △212 214 3,730 1,069 65,404
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(5）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

区分

当四半期連結会計期間
（自　平成18年４月１日

　　至　平成18年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日

　　至　平成18年３月31日）

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期（当期）純利益 8,881 19,720

減価償却費 1,115 5,406

減損損失 － 4,438

持分法による投資損益 － 49

貸倒引当金の増減額（減少：△） 3 △210

退職給付引当金の増減額（減少：△） 500 943

事業撤退損失引当金の増減額（減少：△） △28 △61

転貸事業損失引当金の増減額（減少：△） △194 5,880

受取利息及び受取配当金 △128 △129

支払利息 1,486 4,844

売上債権の増減額（増加：△） 2,541 2,486

たな卸資産の増減額（増加：△） △18,041 △82,544

営業エクイティ投資の増減額（増加：△） △4,254 △25,665

仕入債務の増減額（減少：△） △26,366 △10,406

預り金の増減額（減少：△） △27,278 △8,309

役員賞与の支払額 － △440

その他 △2,057 △88

 小計 △63,819 △84,086

利息及び配当金受取額 117 1,280

利息の支払額 △1,021 △4,585

法人税等の支払額 △10,324 △12,437

営業活動によるキャッシュ・フロー △75,047 △99,830
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区分

当四半期連結会計期間
（自　平成18年４月１日

　　至　平成18年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日

　　至　平成18年３月31日）

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得 △1,696 △910

投資有価証券の売却及び清算 9 1,579

有形無形固定資産の取得 △1,713 △11,817

有形無形固定資産の売却 6 2,719

貸付金の実行 － △5,038

貸付金の回収 3 489

差入敷金保証金の支出 △13 △2,507

差入敷金保証金の収入 136 5,502

受入敷金保証金の支出 △2,343 △5,543

受入敷金保証金の収入 517 1,613

その他 41 △4,082

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,052 △17,995

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（減少：△） 44,800 2,300

長期借入れによる収入 17,955 166,720

長期借入金の返済による支出 △3,758 △61,428

社債の発行による収入 － 5,570

社債の償還による支出 － △400

少数株主への株式発行による収入 43 1,062

配当金の支払額 △453 －

少数株主への配当金の支払額 △6 △6

財務活動によるキャッシュ・フロー 58,579 113,818

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額（減少：△） △21,519 △4,007

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 44,215 48,222

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 22,696 44,215
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３．セグメント情報

事業の種類別セグメント情報

当四半期連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年６月30日）

住宅事業
（百万円）

ビル事業
（百万円）

資産運用
開発事業
（百万円）

仲介・販売
受託事業
（百万円）

その他の
事業

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1）外部顧客に対する

売上高
35,309 11,191 6,226 12,533 3,192 68,453 － 68,453

(2）セグメント間の内

部売上高又は振

替高

101 664 28 78 0 873  （873） －

計 35,411 11,855 6,255 12,612 3,192 69,326  （873） 68,453

営業費用 31,432 9,695 3,640 10,229 3,014 58,012 233 58,246

営業利益 3,978 2,159 2,614 2,383 177 11,314  （1,107） 10,207

Ⅱ 資産、減価償却費及

び資本的支出

資産 213,184 168,510 227,027 34,977 23,686 667,386 23,117 690,503

減価償却費 48 804 19 22 166 1,061 54 1,115

資本的支出 40 66 610 9 83 809 48 858
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前連結会計年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

住宅事業
（百万円）

ビル事業
（百万円）

資産運用
開発事業
（百万円）

仲介・販売
受託事業
（百万円）

その他の
事業

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1）外部顧客に対する

売上高
222,341 44,932 37,140 21,416 24,489 350,319 － 350,319

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高

176 3,355 131 1,458 2,568 7,690  （7,690） －

計 222,517 48,288 37,272 22,874 27,057 358,010  （7,690） 350,319

営業費用 200,566 41,129 23,048 17,282 26,733 308,760  （2,708） 306,051

営業利益 21,951 7,158 14,223 5,591 323 49,249  （4,981） 44,267

Ⅱ 資産、減価償却費、

減損損失及び資本的

支出

資産 197,315 170,010 217,543 37,466 23,567 645,903 43,383 689,287

減価償却費 221 4,112 64 72 722 5,193 213 5,406

減損損失 2 799 － － 3,636 4,438 － 4,438

資本的支出 324 3,538 7,087 282 968 12,201  （320） 11,881

　（注）１．事業区分の方法

連結グループ各社の行っている事業内容により区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

住宅事業…マンション・戸建住宅・宅地等の分譲、マンションの総合管理

ビル事業…オフィスビル等の賃貸・総合管理、地域熱供給事業

資産運用開発事業…収益不動産の開発及び販売、不動産ファンド等の運営及び同ファンドへの投資

仲介・販売受託事業…不動産の仲介・コンサルティング、マンション・戸建住宅等の販売代理、保険代理店

業務

その他の事業…フィットネスクラブの運営、注文住宅の建築

３．当四半期連結会計期間における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は

1,337百万円であり、その主なものは当社及び連結子会社である野村不動産㈱の一般管理部門にかかる費用で

あります。

前連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は5,557百万

円であり、その主なものは当社及び連結子会社である野村不動産㈱の一般管理部門にかかる費用であります。

４．当四半期連結会計期間における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は33,908百万円で

あり、その主なものは当社及び連結子会社である野村不動産㈱の余資運用資金（現金・預金）、長期投資資

金（投資有価証券）、繰延税金資産及び一般管理部門にかかる資産等であります。

　　前連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は59,644百万円であり、

その主なものは当社及び連結子会社である野村不動産㈱の余資運用資金（現金・預金）、長期投資資金（投

資有価証券）、繰延税金資産及び一般管理部門にかかる資産等であります。
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